[bookmark: _Hlk224209085][bookmark: _GoBack]厚真町空家等管理活用支援法人指定要綱
（目的）
[bookmark: _Hlk224209062]第１条　この要綱は、空家等対策の推進に関する特別措置法（平成２６年法律第１２７号。以下「法」という。）第２３条第1項の規定に基づき、空家等管理活用支援法人（以下「支援法人」という。）の指定に関し必要な事項を定めることにより、空家等の適切な管理及び活用を促進し、もって地域の住環境の保全及び地域活力の維持に資することを目的とする。
（定義）
第２条　この要綱において使用する用語は、法において使用する用語の例による。
（指定対象法人）
第３条　町長は、次の各号のいずれかに該当する法人であって、第４条各号に掲げる要件を満たすと認められるものを、その申請により支援法人として指定することができる。
(1) 　特定非営利活動促進法（平成１０年法律第７号）第２条第２項に規定する特定非営利活動法人
(2) 　一般社団法人又は一般財団法人
(3) 　空家等の管理若しくは活用を図る活動を行うことを目的とする法人
（指定要件）
第４条　前条の指定を受けようとする法人は、次の各号のすべてを満たさなければならない。
(1) 　法第２４条各号に掲げる業務（以下「支援業務」という。）を適正かつ確実に行うことができる人員及び体制を有すること。
(2) 　役員又は使用人のうちに、空家等の管理又は活用に関する知識又は経験を有する者がいること。
(3) 　空家等の管理又は活用に関する実績があること。
(4) 　支援業務を継続的に実施するために必要な財務基盤を有すること。
(5) 　法令に違反する事実がなく、支援業務の遂行に支障をきたすおそれがないこと。
(6) 　暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律（平成３年法律第７７号）第２条第６号に規定する暴力団員又は暴力団と密接な関係を有する者でないこと。
（指定の申請）
第５条　支援法人の指定を受けようとする法人（以下「申請法人」という。）は、空家等管理活用支援法人指定申請書（様式第１号）に次の書類を添えて、町長に提出しなければならない。
(1) 　定款
(2) [bookmark: _Hlk224209175]　登記事項証明書（申請日前３か月以内のもの）
(3) [bookmark: _Hlk224214877]　法人の概要（役員の氏名及び略歴、組織並びに沿革）を記載した書面
(4) 　前年度の事業報告書及び収支決算書及び貸借対照表
(5) [bookmark: _Hlk224209523]　支援業務に係る直近の実績及び実施計画書（様式第２号）
(6) [bookmark: _Hlk224213616]　誓約書（様式第３号）（第４条第６号に関するもの）
(7) [bookmark: _Hlk224213599]　その他町長が必要と認める書類
２　前項の規定にかかわらず、申請法人が、申請時点で有効な町の入札参加資格を有する場合は、前項第１号、第３号及び第４号の書類の提出を省略することができる。ただし、町長が必要と認める場合はこの限りではない。
（審査及び指定）
第６条　町長は、前条の申請があったときは、第４条各号の要件に照らして審査し、要件を満たすと認めるときは、速やかに支援法人として指定するものとする。
２　町長は、指定をしたときは、空家等管理活用支援法人指定通知書（様式第４号）により申請法人に通知するとともに、法第２３条第２項の規定により、当該支援法人の名称又は商号、住所及び事務所又は営業所の所在地を公示するものとする。
３　町長は、指定をしないこととしたときは、その旨及び理由を申請法人に通知するものとする。
（指定の有効期間）
第７条　支援法人の指定の有効期間は、指定の日が属する年度から起算して３か年度とする。
２　支援法人は、有効期間の満了後も引き続き指定を受けようとするときは、有効期間満了の日の６０日前までに、第５条の規定に準じて更新の申請を行わなければならない。
（変更の届出）
第８条　支援法人は、法第２３条第３項の規定により、名称若しくは商号、住所又は事務所若しくは営業所の所在地を変更しようとするときは、空家等管理活用支援法人変更届出書（様式第５号）をあらかじめ町長に提出しなければならない。
（町長が委託等を行う業務の例示）
第９条　町長は、空家等対策の推進に必要と認めるときは、支援法人又は支援法人を含む共同企業体もしくはコンソーシアムに対し、次の各号に掲げる業務を委託し、又は工事請負契約を締結することができる。
(1) 　空き家相談会やセミナー等の開催実施（相談員･専門家等の派遣、会場運営等）
(2) 　空き家等の活用可能性調査（インスペクション（建物状況調査）、価格査定等）
(3) 　中間管理住宅その他空き家等の活用に係る施設の整備に関する改修設計又は改修工事等
(4) 　空家等の管理、解体設計又は解体工事等
(5) 　その他空家等対策の推進に必要な業務
２　前項の委託及び工事請負契約の相手方は、厚真町契約規則（昭和３９年規則第４号）その他関係法令に基づく入札、指名競争入札又はプロポーザル方式等の競争手続により選定するものとする。
（プロポーザルの評価方法及び配点）
第１０条　町長は、第９条第１項各号に掲げる業務及び法第２４条各号に掲げる業務について具体的な評価方法及び配点は、各業務の仕様書又は評価基準書において定めるものとする。
（報告の徴収）
第１１条　町長は、法第２５条第１項の規定に基づき、支援業務の適正かつ確実な実施を確保するため必要があると認めるときは、支援法人に対し、その業務に関し報告を求めることができる。
２　支援法人は、毎年度終了後６０日以内に、空家等管理活用支援業務実績報告書（様式第６号）を町長に提出しなければならない。
（改善命令）
第１２条　町長は、法第２５条第２項の規定に基づき、支援法人が支援業務を適正かつ確実に実施していないと認めるときは、当該支援法人に対し、業務の運営の改善に関し必要な措置を講ずべきことを命ずることができる。
（指定の取消し）
第１３条　町長は、支援法人が次の各号のいずれかに該当するときは、法第２５条第３項の規定に基づき、その指定を取り消すことができる。
(1) 　前条の規定による命令に違反したとき。
(2) 　第４条各号に掲げる要件を欠くに至ったとき。
(3) 　不正の手段により指定を受けたとき。
(4) 　支援法人から指定の辞退の申出があったとき。
(5) 　町長は、前項の規定により指定を取り消したときは、法第２５条第４項の規定に基づき、その旨を公示するものとする。
（情報提供等）
第１４条　町長は、法第２６条第１項の規定に基づき、支援法人に対し、その業務の実施に関し必要な情報の提供又は指導若しくは助言をするものとする。
２　町長は、支援法人から所有者等関連情報の提供の求めがあったときは、法第２６条第２項及び第３項の規定に基づき、必要な限度で当該情報を提供するものとする。
（委任）
第１５条　この要綱に定めるもののほか、支援法人の指定等に関し必要な事項は、町長が別に定める。
附　則
この要綱は、令和８年８月１日から施行する。








